
（
障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
七
十
三
条

障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
昭
和
五
十
一
年
労
働
省
令
第
三
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
表
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

改

正

前

（
在
宅
就
業
対
価
相
当
額
を
証
す
る
書
面
）

（
在
宅
就
業
対
価
相
当
額
を
証
す
る
書
面
）

第
三
十
六
条
の
五

在
宅
就
業
支
援
団
体
は
、
法
第
七
十
四
条
の
三
第
八
項
の
在
宅
就
業
支
援
団
体
が
事
業
主
に

対
し
交
付
す
る
書
面
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
発
注
証
明
書
」
と
い
う
。）に
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を

記
載
し
、
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

第
三
十
六
条
の
五

在
宅
就
業
支
援
団
体
は
、
法
第
七
十
四
条
の
三
第
八
項
の
在
宅
就
業
支
援
団
体
が
事
業
主
に

対
し
交
付
す
る
書
面
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
発
注
証
明
書
」
と
い
う
。）に
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を

記
載
し
、
こ
れ
に
当
該
在
宅
就
業
支
援
団
体
の
代
表
者
が
記
名
押
印
又
は
署
名
し
、
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

一
〜
十
一

（
略
）

一
〜
十
一

（
略
）

２
〜
４

（
略
）

２
〜
４

（
略
）

（
削
る
）

５

第
三
項
の
場
合
に
お
い
て
、
在
宅
就
業
支
援
団
体
の
代
表
者
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
発
注
証
明
書
へ
の

記
名
押
印
又
は
署
名
に
つ
い
て
は
、
同
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
電
子
署
名
（
電
子
署
名
及
び
認
証
業
務
に

関
す
る
法
律
（
平
成
十
二
年
法
律
第
百
二
号
）
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
電
子
署
名
を
い
う
。）を
も
つ
て
当

該
記
名
押
印
又
は
署
名
に
代
え
る
こ
と
が
で
き
る
。

５
・
６

（
略
）

６
・
７

（
略
）

（
粉
じ
ん
障
害
防
止
規
則
の
一
部
改
正
）

第
七
十
四
条

粉
じ
ん
障
害
防
止
規
則
（
昭
和
五
十
四
年
労
働
省
令
第
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

令和年月日 金曜日 (号外第号)官 報
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